
（おもて）

平成28年度 第１０次鳥取市総合計画

１．基本情報

２．事業目的　【ＰＬＡＮ】

３．事業の年度別計画・実績　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】 ※年度別の取り組みを簡潔に記入

４．資源を投入することで実施した活動の大きさを表す指標　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】

　

　

　

（指標の説明）

0 0 0

実績 0 0 0 0 0

0 0

実績 0 0 0 0 0

（指標の説明）
　

　
目標 0 0 0

90 90

実績 88.1 0 0 0 0

平成31年度 平成32年度指標名 単位 区分 平成28年度 平成29年度 平成30年度

活
動
指
標

1

生活保護申請のうち、１４日以内に決定した割合

％
目標 90 90 90

3

　

　
目標 0 0

（指標の説明）

2

0 0

一般財源 722 0 0 0 0

0 0 0直接経
費の財
源内訳

国・県 5,307 0 0 0

その他 0 0 0

事
業
費

区分 決算額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

直接経費　Ａ 6,029 0 0 0 0

事業費（Ａ＋Ｂ） 6,029 0 0 0 0

0

地方債 0 0

平成31年度 平成32年度

年度別計画

①レセプト点検　58,8 
66件 
②面接相談対応　871 
件 
③中国残留邦人支援対 
象者　4人

①レセプト点検　59,5 
00件 
②面接相談対応　950 
件 
③中国残留邦人支援対 
象者　3人

①レセプト点検　60,0 
00件 
②面接相談対応　950 
件 
③中国残留邦人支援対 
象者　3人

①レセプト点検　60,5 
00件 
②面接相談対応　950 
件 
③中国残留邦人支援対 
象者　3人

①レセプト点検　61,0 
00件 
②面接相談対応　950 
件 
③中国残留邦人支援対 
象者　3人

内
容

平成28年度 平成29年度 平成30年度

年度別実績

①医療扶助の適正化を 
図った。 
②生活保護の新規面接 
相談を行った。 
③中国残留邦人に対す 
る支援給付事務を行っ 
た。

　 　 　 　

対象
（何を、誰を）

生活保護事業

意図
（どのような状態
にするために）

適正な運営を図るため

手段
（どうするのか）

専任嘱託職員を雇用する

会計区分 一般会計

予算 予算事業名 生活保護適正化事業費 予算事業コード 01-03-03-01-03-01

施
策
の

目
標

目標の種別 平成28年度 平成32年度
医療扶助費におけるジェネリック医薬品（後発医薬品）の普及率 72.2% 75%

　 0 0

根拠法令、
根拠計画等

　

施策 1304 安心できる社会保障制度の運営

事業分類区分 ソフト(任意)
鳥取市国民健康保険におけるジェネリック医薬品の普及率 65.7% 70% 運営方法 直営

事務事業評価シート
事務事業ｺｰﾄﾞ 009200 重点施策 該当なし

事務事業名 生活保護適正化事業 所属名 福祉部　生活福祉課

総
合
計
画
の

位
置
づ
け

体系区分 コード 名　称 事業区分名称 区分

まちづくりの目標 10 安心して出産・子育てができ、すべてのひとが住みやすいまち 事業期間 全期

政策 03 住み慣れた地域でいきいきと暮らせるまちづくり



（うら）

５．平成28年度の事務事業実施概要　【ＤＯ】 ※前年度の取り組みを具体的に記入（予算事務事業の事業概要と連動）

６．活動指標の達成率　【ＣＨＥＣＫ】

７．評価　【ＣＨＥＣＫ】

□ １．計画を上回る

■ ２．計画どおり

□ ３．事業未完了

□

□ １．目標を上回る

□ ２．目標どおり

■ ３．目標を下回る

□

８．事業の成果を踏まえた今後の方向性　【ＡＣＴＩＯＮ】

□ １．拡充 □ １－１ 意図的に拡充 □ ４－１ 意図的に縮小

□ ２．改善継続 □ １－２ 制度的に自然増加 □ ４－２ 制度的に自然減少

■ ３．現状維持 □ ２－１ 手段等の改善 □ ５－１ 臨年実施等、意図的に休止

□ ４．縮小 □ ２－２ 効率化、簡素化 □ ５－２ 意図的に廃止

□ ５．休止、廃止、終了 □ ２－３ 他事業との統合 □ ５－３ 制度的に終了

今後の方向性

担当課長の評価コメント
（「今後の方向性」を判断した理由が
わかるよう、数値等を用いた具体的
な成果と、今後の改善プランを記載）

適正な生活保護事務が実施できるよう現行体制を維持しながら、今後も事業を継続していきたいと考えている。

評価項目と評価の視点 評価内容 評価理由（評価の視点を踏まえて記入）

年度計画の進捗度
　

[事業実績]タブの入力結果を基に、年度の事業
計画が3月末時点でどのような進捗状況かを選
択してください。

事業の成果
　

[指標]タブの入力結果を基に、年度末実績が目
標を達成できたかどうかを選択してください。

2
　

3
　

事務事業の実施概要

【問合せ先】生活支援係　0857-20-3476 
 
【10次総の施策体系】1304 
 
【予算計上の経過】 
　なし 
 
【事業の概要】 
（１）レセプト（診療報酬明細書）を点検する専任嘱託職員を配置。 
（２）生活保護の新規面接相談について、専任嘱託職員を配置。 
（３）中国残留邦人等支援給付事務を行う職員の事務補助専任嘱託職員を配置。 
 
【事業の成果】 
（１）医療扶助の適正化を図るため、レセプト点検を行った。 
（２）生活保護の新規面接相談について、対応を行った。 
（３）中国残留邦人等に対する支援給付事務の充実を図った。 
 
【今後の課題・方向性】 
　補助金の動向を勘案しながら、適正な生活保護運営に努めていく。

指標名 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

指
標
達
成
率

1
生活保護申請のうち、１４日以内に決定した割合

98%



（おもて）

平成28年度 第１０次鳥取市総合計画

１．基本情報

２．事業目的　【ＰＬＡＮ】

３．事業の年度別計画・実績　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】 ※年度別の取り組みを簡潔に記入

４．資源を投入することで実施した活動の大きさを表す指標　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】

　

　

　

（指標の説明）

0 0 0

実績 0 0 0 0 0

0 0

実績 0 0 0 0 0

（指標の説明）
　

　
目標 0 0 0

334 334

実績 197 0 0 0 0

平成31年度 平成32年度指標名 単位 区分 平成28年度 平成29年度 平成30年度

活
動
指
標

1

パーソナルサポートセンターでの新規相談受付件数

件
目標 334 334 334

3

　

　
目標 0 0

（指標の説明）

2

0 0

一般財源 13,326 0 0 0 0

0 0 0直接経
費の財
源内訳

国・県 30,871 0 0 0

その他 0 0 0

事
業
費

区分 決算額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

直接経費　Ａ 44,197 0 0 0 0

事業費（Ａ＋Ｂ） 44,197 0 0 0 0

0

地方債 0 0

平成31年度 平成32年度

年度別計画

①子どもの学習支援事 
業　26人 
②被保護者就労支援事 
業　90人

①子どもの学習支援事 
業　15人 
②被保護者就労支援事 
業　90人

①子どもの学習支援事 
業　15人 
②被保護者就労支援事 
業　90人

①子どもの学習支援事 
業　15人 
②被保護者就労支援事 
業　90人

①子どもの学習支援事 
業　15人 
②被保護者就労支援事 
業　90人

内
容

平成28年度 平成29年度 平成30年度

年度別実績

①負の連鎖を断ち切る 
ため、学習支援を行っ 
た。 
②自立した生活が遅れ 
るよう就労支援を行っ 
た。

　 　 　 　

対象
（何を、誰を）

生活困窮者及び生活保護受給者

意図
（どのような状態
にするために）

相談を受け、問題解決につなげて行く。また、学習支援及び就労支援を行う。

手段
（どうするのか）

鳥取市パ-ソナルサポートセンターで相談を受け、関係機関と連携しつつ問題を解決していく。また、学習支援 
については（株）ビーフリー、就労支援についてはＮＰＯワーカーズコープに委託し事業を実施する

会計区分 一般会計

予算 予算事業名 生活困窮者自立支援事業費 予算事業コード 01-03-01-01-61-01

施
策
の

目
標

目標の種別 平成28年度 平成32年度
医療扶助費におけるジェネリック医薬品（後発医薬品）の普及率 72.2% 75%

　 0 0

根拠法令、
根拠計画等

　

施策 1304 安心できる社会保障制度の運営

事業分類区分 ソフト(任意)
鳥取市国民健康保険におけるジェネリック医薬品の普及率 65.7% 70% 運営方法 直営

事務事業評価シート
事務事業ｺｰﾄﾞ 009300 重点施策 該当なし

事務事業名 生活困窮者自立支援事業 所属名 福祉部　生活福祉課

総
合
計
画
の

位
置
づ
け

体系区分 コード 名　称 事業区分名称 区分

まちづくりの目標 10 安心して出産・子育てができ、すべてのひとが住みやすいまち 事業期間 平成27年度　～　全期

政策 03 住み慣れた地域でいきいきと暮らせるまちづくり



（うら）

５．平成28年度の事務事業実施概要　【ＤＯ】 ※前年度の取り組みを具体的に記入（予算事務事業の事業概要と連動）

６．活動指標の達成率　【ＣＨＥＣＫ】

７．評価　【ＣＨＥＣＫ】

□ １．計画を上回る

■ ２．計画どおり

□ ３．事業未完了

□

□ １．目標を上回る

□ ２．目標どおり

■ ３．目標を下回る

□

８．事業の成果を踏まえた今後の方向性　【ＡＣＴＩＯＮ】

□ １．拡充 □ １－１ 意図的に拡充 □ ４－１ 意図的に縮小

□ ２．改善継続 □ １－２ 制度的に自然増加 □ ４－２ 制度的に自然減少

■ ３．現状維持 □ ２－１ 手段等の改善 □ ５－１ 臨年実施等、意図的に休止

□ ４．縮小 □ ２－２ 効率化、簡素化 □ ５－２ 意図的に廃止

□ ５．休止、廃止、終了 □ ２－３ 他事業との統合 □ ５－３ 制度的に終了

今後の方向性

担当課長の評価コメント
（「今後の方向性」を判断した理由が
わかるよう、数値等を用いた具体的
な成果と、今後の改善プランを記載）

現行体制の中で、国が示している新規相談受付件数を達成するよう市民の方に対する周知はもちろん、相談・支援機能の強化に努めていき
たいと考えている。

評価項目と評価の視点 評価内容 評価理由（評価の視点を踏まえて記入）

年度計画の進捗度
　

[事業実績]タブの入力結果を基に、年度の事業
計画が3月末時点でどのような進捗状況かを選
択してください。

事業の成果
　

[指標]タブの入力結果を基に、年度末実績が目
標を達成できたかどうかを選択してください。

2
　

3
　

事務事業の実施概要

【問合せ先】生活支援係　0857-20-3476 
 
【10次総の施策体系】1304 
 
【事業の概要】 
　生活保護に至る前の段階の自立支援策の強化を図るため、生活困窮者（現在生活保護を 
受給していないが、生活保護に至る可能性のある者で、自立が見込まれる者をいう。）自 
立相談支援事業の実施、住居確保金の支給及び学習支援事業を行うための所要の措置を講 
ずる。 
 
【事業の成果】 
（１）中央人権福祉センター内にパーソナルサポートセンターを設置し、就労その他の自 
立に関する様々な相談支援、事業利用のためのプラン作成等を行った。 
（２）離職により住宅を失った生活困窮者に対し、家賃相当の住居確保給付金（有期）を 
支給した。 
（３）就労支援相談員を駅南庁舎に配置した。 
（４）経済的な理由から学習環境が十分でない児童・生徒に対し、学習の場を提供し、学 
力及び学習意欲の向上を図った。 
（５）様々な事情から一般的な就労が困難である稼働年齢層（16歳～65歳）にある被保護 
者に対しボランティア活動等の体験を通じ就労に必要な基礎能力を身に付けさせ、社会参 
加意欲と就労意欲を高めるとともに、稼働能力の活用が不十分と思われる被保護者に必要 
な職業訓練、就労体験等を通じ、就労支援を行った。 
 
【今後の課題・方向性】 
　いずれの事業も国の補助の動向を勘案しつつ、継続する。

指標名 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

指
標
達
成
率

1
パーソナルサポートセンターでの新規相談受付件数

59%



（おもて）

平成28年度 第１０次鳥取市総合計画

１．基本情報

２．事業目的　【ＰＬＡＮ】

３．事業の年度別計画・実績　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】 ※年度別の取り組みを簡潔に記入

４．資源を投入することで実施した活動の大きさを表す指標　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】

なごみ苑措置入所者数（年度末）

　

　

（指標の説明）

0 0 0

実績 0 0 0 0 0

0 0

実績 0 0 0 0 0

（指標の説明）
　

　
目標 0 0 0

90 90

実績 90 0 0 0 0

平成31年度 平成32年度指標名 単位 区分 平成28年度 平成29年度 平成30年度

活
動
指
標

1

なごみ苑入所者数

人
目標 90 90 90

3

　

　
目標 0 0

（指標の説明）

2

0 0

一般財源 144,310 0 0 0 0

0 0 0直接経
費の財
源内訳

国・県 0 0 0 0

その他 47,209 0 0

事
業
費

区分 決算額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

直接経費　Ａ 191,519 0 0 0 0

事業費（Ａ＋Ｂ） 191,519 0 0 0 0

0

地方債 0 0

平成31年度 平成32年度

年度別計画

①入所措置が必要な高 
齢者を養護老人ホーム 
に措置する

①入所措置が必要な高 
齢者を養護老人ホーム 
に措置する

①入所措置が必要な高 
齢者を養護老人ホーム 
に措置する

①入所措置が必要な高 
齢者を養護老人ホーム 
に措置する

①入所措置が必要な高 
齢者を養護老人ホーム 
に措置する

内
容

平成28年度 平成29年度 平成30年度

年度別実績

①【年度末入所者数】 
なごみ苑９０人、母来 
寮１７人、かんなび園 
１人【年度内入退所者 
数】●なごみ苑　新規 
入所者数１５人、退所 
者数１５人●母来寮　 
新規入所者数２人、退 
所者数３人●かんなび 
園入退所なし

　 　 　 　

対象
（何を、誰を）

概ね６５歳以上で環境上及び経済的な理由により居宅で養護を受けることが困難な高齢者

意図
（どのような状態
にするために）

養護老人ホームに入所させることにより、健康で穏か生活を送れるよう支援する。

手段
（どうするのか）

養護老人ホームに措置する

会計区分 一般会計

予算 予算事業名 養護老人ホーム入所事業費 予算事業コード 01-03-01-05-01-01

施
策
の

目
標

目標の種別 平成28年度 平成32年度
医療扶助費におけるジェネリック医薬品（後発医薬品）の普及率 72.2% 75%

　 0 0

根拠法令、
根拠計画等

老人福祉法、福祉施設設置及
び管理に関する条例、老人ホー
ム入所等取扱規則、社会福祉
施設入所等措置費徴収

施策 1304 安心できる社会保障制度の運営

事業分類区分 ソフト(義務)
鳥取市国民健康保険におけるジェネリック医薬品の普及率 65.7% 70% 運営方法 外部委託

事務事業評価シート
事務事業ｺｰﾄﾞ 009400 重点施策 まちづくり

事務事業名 養護老人ホーム入所事業 所属名 福祉部　地域包括ケア推進課

総
合
計
画
の

位
置
づ
け

体系区分 コード 名　称 事業区分名称 区分

まちづくりの目標 10 安心して出産・子育てができ、すべてのひとが住みやすいまち 事業期間 平成 7年度　～　全期

政策 03 住み慣れた地域でいきいきと暮らせるまちづくり



（うら）

５．平成28年度の事務事業実施概要　【ＤＯ】 ※前年度の取り組みを具体的に記入（予算事務事業の事業概要と連動）

６．活動指標の達成率　【ＣＨＥＣＫ】

７．評価　【ＣＨＥＣＫ】

□ １．計画を上回る

■ ２．計画どおり

□ ３．事業未完了

□

□ １．目標を上回る

■ ２．目標どおり

□ ３．目標を下回る

□

８．事業の成果を踏まえた今後の方向性　【ＡＣＴＩＯＮ】

□ １．拡充 □ １－１ 意図的に拡充 □ ４－１ 意図的に縮小

□ ２．改善継続 □ １－２ 制度的に自然増加 □ ４－２ 制度的に自然減少

■ ３．現状維持 □ ２－１ 手段等の改善 □ ５－１ 臨年実施等、意図的に休止

□ ４．縮小 □ ２－２ 効率化、簡素化 □ ５－２ 意図的に廃止

□ ５．休止、廃止、終了 □ ２－３ 他事業との統合 □ ５－３ 制度的に終了

今後の方向性

担当課長の評価コメント
（「今後の方向性」を判断した理由が
わかるよう、数値等を用いた具体的
な成果と、今後の改善プランを記載）

平成２８年度は新たに１７人を入所措置し、経済的・環境的要因等で在宅生活が困難な高齢者に対し健康で穏かな生活を送ることができよ
う支援することができた。今後も引き続き養護老人ホームへの入所措置を行う。

評価項目と評価の視点 評価内容 評価理由（評価の視点を踏まえて記入）

年度計画の進捗度
　

[事業実績]タブの入力結果を基に、年度の事業
計画が3月末時点でどのような進捗状況かを選
択してください。

事業の成果
　

[指標]タブの入力結果を基に、年度末実績が目
標を達成できたかどうかを選択してください。

2
　

3
　

事務事業の実施概要

【問合せ先】地域支援係 0857-20-3453 
 
【１０次総の施策体系】1304 
 
【予算計上の経過】  
　予算事業別概要目次：当初予算・Ｐ６１（福００８） 
 
【事業の概要】  
　在宅において日常生活を営むことに支障がある高齢者に対して、心身の状況、環境等を 
総合的に勘案し、養護老人ホームへの入所措置を行う。　 
 
【事業の成果】  
　概ね６５歳以上で環境上及び経済的な理由により居宅で養護を受けることが困難な高齢 
者を養護老人ホームへ入所させ養護することにより、健康で穏かな生活を送れるよう支援 
した。 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　［被措置者数（各年度3月31日時点）］ 
　　　　　　　　　［決算額］　　　　［なごみ苑］　　［母来寮］　　［かんなび園］ 
平成26年度　　　　190,679千円　　　　　８９人　　　　　２２人　　　　１人 
平成27年度　　　　195,893千円　　　　　９０人　　　　　１８人　　　　１人 
平成28年度　　　　191,519千円　　　　　９０人　　　　　１７人　　　　１人 
 
【今後の課題・方向性】 
　経済的・環境的要因等で在宅生活に不安のある高齢者に対し、必要に応じて養護老人ホ 
ームへの入所措置を行う。 

指標名 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

指
標
達
成
率

1
なごみ苑入所者数

100%



（おもて）

平成28年度 第１０次鳥取市総合計画

１．基本情報

２．事業目的　【ＰＬＡＮ】

３．事業の年度別計画・実績　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】 ※年度別の取り組みを簡潔に記入

４．資源を投入することで実施した活動の大きさを表す指標　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】

　

　

　

（指標の説明）

0 0 0

実績 0 0 0 0 0

0 0

実績 0 0 0 0 0

（指標の説明）
　

　
目標 0 0 0

60 70

実績 65.7 0 0 0 0

平成31年度 平成32年度指標名 単位 区分 平成28年度 平成29年度 平成30年度

活
動
指
標

1

ジェネリック医薬品使用率（削減不可数量を除く。）

％
目標 60 60 60

3

　

　
目標 0 0

（指標の説明）

2

0 0

一般財源 56,625 0 0 0 0

0 0 0直接経
費の財
源内訳

国・県 14,590 0 0 0

その他 0 0 0

事
業
費

区分 決算額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

直接経費　Ａ 71,215 0 0 0 0

事業費（Ａ＋Ｂ） 71,215 0 0 0 0

0

地方債 0 0

平成31年度 平成32年度

年度別計画

①先発医薬品とジェネ 
リック医薬品との差額 
通知の送付 
②ジェネリック医薬品 
出前説明会 
③パンフレット等の配 
布による普及啓発

①先発医薬品とジェネ 
リック医薬品との差額 
通知の送付 
②ジェネリック医薬品 
出前説明会 
③パンフレット等の配 
布による普及啓発

①先発医薬品とジェネ 
リック医薬品との差額 
通知の送付 
②ジェネリック医薬品 
出前説明会 
③パンフレット等の配 
布による普及啓発

①先発医薬品とジェネ 
リック医薬品との差額 
通知の送付 
②ジェネリック医薬品 
出前説明会 
③パンフレット等の配 
布による普及啓発

①先発医薬品とジェネ 
リック医薬品との差額 
通知の送付 
②ジェネリック医薬品 
出前説明会 
③パンフレット等の配 
布による普及啓発

内
容

平成28年度 平成29年度 平成30年度

年度別実績

①差額通知の送付 
②出前説明会の開催、 
③啓発活動 
・オリジナル啓発パン 
フ作成、配布 
・国保加入者等へのジ 
ェネリック希望保険証 
カードケース配布 
・ウェブサイト上での 
情報発信を実施

　 　 　 　

対象
（何を、誰を）

国民健康保険被保険者

意図
（どのような状態
にするために）

医療費支出を抑制し、医療費及び国保料の負担軽減を図るため

手段
（どうするのか）

先発医薬品を処方された者に対して、ジェネリック医薬品に変更した場合との差額を通知するなど利用勧奨を実 
施する

会計区分 特別会計

予算 予算事業名 事務費 予算事業コード 07-01-01-01-02-01

施
策
の

目
標

目標の種別 平成28年度 平成32年度
医療扶助費におけるジェネリック医薬品（後発医薬品）の普及率 72.2% 75%

　 0 0

根拠法令、
根拠計画等

　

施策 1304 安心できる社会保障制度の運営

事業分類区分 ソフト(任意)
鳥取市国民健康保険におけるジェネリック医薬品の普及率 65.7% 70% 運営方法 外部委託

事務事業評価シート
事務事業ｺｰﾄﾞ 009500 重点施策 該当なし

事務事業名 ジェネリック医薬品利用促進事業 所属名 福祉部　保険年金課

総
合
計
画
の

位
置
づ
け

体系区分 コード 名　称 事業区分名称 区分

まちづくりの目標 10 安心して出産・子育てができ、すべてのひとが住みやすいまち 事業期間 平成23年度　～　全期

政策 03 住み慣れた地域でいきいきと暮らせるまちづくり



（うら）

５．平成28年度の事務事業実施概要　【ＤＯ】 ※前年度の取り組みを具体的に記入（予算事務事業の事業概要と連動）

６．活動指標の達成率　【ＣＨＥＣＫ】

７．評価　【ＣＨＥＣＫ】

□ １．計画を上回る

■ ２．計画どおり

□ ３．事業未完了

□

■ １．目標を上回る

□ ２．目標どおり

□ ３．目標を下回る

□

８．事業の成果を踏まえた今後の方向性　【ＡＣＴＩＯＮ】

■ １．拡充 ■ １－１ 意図的に拡充 □ ４－１ 意図的に縮小

□ ２．改善継続 □ １－２ 制度的に自然増加 □ ４－２ 制度的に自然減少

□ ３．現状維持 □ ２－１ 手段等の改善 □ ５－１ 臨年実施等、意図的に休止

□ ４．縮小 □ ２－２ 効率化、簡素化 □ ５－２ 意図的に廃止

□ ５．休止、廃止、終了 □ ２－３ 他事業との統合 □ ５－３ 制度的に終了

今後の方向性

担当課長の評価コメント
（「今後の方向性」を判断した理由が
わかるよう、数値等を用いた具体的
な成果と、今後の改善プランを記載）

差額通知等による利用勧奨が功を奏し、ジェネリック医薬品の普及率は年々着実に伸びている。医師会・薬剤師会、他医療保険者、さらに
は製薬会社などの民間企業と連携を密にしながら、一体となってジェネリック医薬品のさらなる利用促進に取り組みたい。

評価項目と評価の視点 評価内容 評価理由（評価の視点を踏まえて記入）

年度計画の進捗度
計画どおり事業を完了した

[事業実績]タブの入力結果を基に、年度の事業
計画が3月末時点でどのような進捗状況かを選
択してください。

事業の成果
年度目標値を上回る実績を達成した

[指標]タブの入力結果を基に、年度末実績が目
標を達成できたかどうかを選択してください。

2
　

3
　

事務事業の実施概要

【問合せ先】医療費適正化推進室 0857-20-3441 
 
【１０次総の施策体系】1304 
 
【予算計上の経過】　予算事業別概要目次：当初予算・掲載なし 
 
【事業の概要】 
　ジェネリック医薬品の利用勧奨により、被保険者の医療費負担の軽減及び国保事業会計 
の安定化を図る。（コスト表の事業費は国保事業全般の事務費） 
【事業の成果】 
　利用勧奨通知の送付と各地区での説明会を並行して行ってきたが、通知による切替勧奨 
の有効性が証明されたことから平成25年度からは説明会の実施回数を減らし、他の医療費 
適正化の取組みを強化した。 
　　　　　　　　　　　　　　　 平成26年度　　　平成27年度　 　平成28年度　　　 
ジェネリック医薬品差額通知　　 　17,922通　　　　16,270通　 　　13,310通　　　　 
出前説明会の開催　　　　　　　       9回　　　　　　10回　 　　　    5回 
ジェネリック医薬品普及率　　 　 　56.5％　　　 　 58.9％　 　　   65.7％ 
医療費削減効果額　　　　 　 130,286,000円　 161,443,000円　193,225,000円　 
 
【今後の課題・方向性】 
　引き続き既存事業等を着実に展開していくとともに、さらなる普及率の向上に向け、ジ 
ェネリック医薬品利用促進に向けた薬剤師会等との連携も模索していきたい。

指標名 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

指
標
達
成
率

1
ジェネリック医薬品使用率（削減不可数量を除く。）

110%


